
日本の国会議員の年収と手取りは アメリカと比較 
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日本とアメリカの国会議員（立法府議員）を、年収（額面）・手取り・税金・手当の観点で比較しま

す。 

🇯🇵 日本：国会議員（衆参議員） 

• 基本年収（額面）：約 1,552.8 万円（＝月 129.4 万円×12） 

• 期末手当（ボーナス）：約 628.6 万円 

• 合計額面年収：約 2,181 万円 

• 恒久的手当：文書通信交通滞在費（月 100 万円、年 1,200 万円・非課税） 

➤ 給与とは別に支給され、「使途制限なし」で自由に使用可能。 

• 額面＋手当合計：約 3,381 万円（給与＋ボーナス＋非課税手当） 

       手取り（課税対象部分） 

• 課税対象額：約 2,181 万円 

• 給与所得控除や基礎控除、扶養控除などを勘案すると、控除後課税所得は約 2,000 万円

前後 

• 所得税＋住民税＋社会保険料で、手取りは全体の約 65〜70%、つまり 

➤ 手取り額： 約 1,400〜1,500 万円／年（月約 117〜125 万円） 

• 非課税手当 1,200 万円＋手取り給与を合計すると、実質的手取り収入は約 2,600〜2,700

万円／年に届きます。 

🇺🇸 アメリカ：連邦議会議員（上院・下院） 

• 年収（額面）：2025 年時点で年 174,000 ドル（約 2,300 万円）

en.wikipedia.orgtermlimits.com+7en.wikipedia.org+7jp.talent.com+7 

• 役職手当：院内指導者や議長らは 193,400〜223,500 ドル（約 2,550 万〜2,950 万円）

en.wikipedia.org+1en.wikipedia.org+1 

• 諸手当：「Member’s Representational Allowance（MRA）」として人件費や事務所費に年

140 万ドル（約 1.8 億円）が支給され、職員給与などに充当可能

en.wikipedia.org+1data.ipu.org+1 

       手取り（課税対象） 
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• アメリカの議員給与は給与所得扱いで課税対象 

• 所得税・社会保障税（社会保険）計約 30〜40%の税負担と仮定すると、 

➤ 手取りは約 104,000〜122,000 ドル（約 1,370 万〜1,600 万円）／年 

• MRA などは議員本人ではなく事務所運営等に用いるため、個人収入には含まれません。 

    比較まとめ 

項目 日本（国会議員） 米国（連邦議員） 

額面給与 約 2,181 万円（給＋手当） 約 2,300 万円（174,000 ドル） 

非課税手当・

MRA 
約 1,200 万円の自由裁量手当 

約 1.8 億円の事務所運営費（本

人収入外） 

手取り額 
約 1,400〜1,500 万円（給与分）＋1200 万円＝

約 2,600 万円／年 
約 1,370〜1,600 万円／年 

         ポイント解説 

1. 日本は非課税手当込みで「実質収入」が高め：自由裁量で使える非課税手当が年 1,200

万円あり、手取りに大きく寄与。 

2. アメリカは手当が個人所得に入らず、役所経費扱い：個人収入は年 174,000 ドル＋税後手

取り。 

3. 税負担の差：日本は手当非課税で手取り率高め、アメリカは 30〜40%の所得税・社会保障

税が引かれる。 

      まとめ 

• 日本の議員：総収入約 3,381 万円、実質手取り約 2,600〜2,700 万円／年（月約 217 万円） 

• 米国の議員：給与年 174,000 ドル、手取り約 1,370〜1,600 万円／年（月約 114〜133 万

円） 

日本の国会議員は手取り含めて米議員より高収入と言えます。ご希望であれば「地方議員との比

較」や「議員報酬の論点」についても追加でお伝えできます。 

 

情報源 

日本の国会議員は手取り含めて米議員より高収入と言えます。ご希望であれば「地方議員との比

較」や「議員報酬の論点」についても追加で 



ChatGPT: 

はい、承知しました。以下に、日本の国会議員と**地方議員（都道府県・市区町村）**の報酬の比

較、さらに「議員報酬を巡る論点」について、わかりやすく整理しました。 

       日本の議員報酬：国会 vs 地方 

区分 年収（額面） 手取り推定 備考 

国会議員 
約 2,180 万円＋非課税

手当 1,200 万円 

約 1,500 万円＋1,200 万円 

＝ 約 2,700 万円 

非課税手当の自由度が

高い 

都道府県議

会議員 
約 900〜1,300 万円 約 700〜950 万円 地域により手当差大きい 

政令市市議

会議員 
約 850〜1,100 万円 約 650〜850 万円 

政令指定都市は比較的

高水準 

中小市町村

議会議員 
約 300〜700 万円 約 240〜560 万円 

日額報酬制・パートタイム

の自治体もあり 

            地方議員報酬の背景 

• 報酬は「条例によって自治体ごとに定める」ため、格差が大きい。 

• 多くの市町村で「非常勤制」が導入されており、月額報酬ではなく「出席日数×日額報酬」

の自治体も。 

• 地方分権が進んでも、財源や職責に見合わない報酬設定のまま見直しされていない自治

体が多い。 

     議員報酬を巡る主な論点 

1. 高すぎる vs 安すぎる問題 

• 国会議員に関しては、非課税手当含め「実質 3,000 万円近い収入」に対して国民の不満が

強い。 

• 一方、地方議員（特に町村レベル）は「生活が成り立たない水準」との声も多く、成り手不足

が深刻。 

2. 使途が不透明な手当（文通費）問題 



• 月 100 万円の「文書通信交通滞在費（文通費）」は非課税かつ使途公開義務なし → 2022

年に日割り制度化、一部改革されたが、全面公開には至らず。 

3. パフォーマンスとの乖離 

• 報酬水準に見合う働きがあるか？という「成果との整合性」が問われている。 

• 法案提出数や質疑の回数が少ない議員への「税金泥棒」批判も。 

4. 二世・世襲問題との関連 

• 高額報酬や政治資金が「政治の世襲を固定化」する温床になっているという批判。 

         海外との違い（補足） 

項目 日本国会議員 米連邦議員 

自由裁量の手

当 
月 100 万円（非課税・使途自由） なし（全て公費経理・報告義務あり） 

年金 2006 年以降の新規議員は廃止 公務員年金制度（退職後も一定支給） 

地方議員の報

酬 

地域格差大、生活できない水準の議

会も 

州・郡・市でばらつきあるが一定の生活保

障あり 

    まとめ 

• 日本の国会議員は「非課税手当込みで高額な手取り収入」がある。 

• 地方議員の報酬は「格差が大きく、職務とのバランスを欠く」状況が多い。 

• 透明性・成果主義・適正水準の見直しが今後の改革論点として注目されている。 

さらに「議員年金制度の比較」「使途公開義務化の海外事例」「成り手不足対策としての報酬改革

案」などにも触れることが可能です。興味のある方向があればお知らせください！ 
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